
　災害その他やむを得ない理由によって、申告書の提出期限までに申告・納付ができないとき
は、受贈者の住所地の所轄税務署長に申請することにより、その理由がやんだ日から２か月以内
に限り、申告・納付の期限が延長されます。

1 10 により を た場合 

の計算の特例 用財産 自動 特例）  

贈与税の申告 に、贈与を受けた財 によ を受けた場合で、次の表のいずれかに該

当するときは、贈与税額の計算におけるその財産の価額は、 を受けた 分の価額を控除した価額と

することができます。 

1 贈与税の課税価格の計算の基礎とな 財産の価額の 分の める が 0

2 
産 ）、 産

） （以下 」といいます。）

の計算の特例（特定 等 等の特例） 

日（注）の属する年（その特 生日が１月１日から贈与税の申告書の提出

、その 年。 。）の１月１日からその特

生日の 日ま に贈与を受けた財産でその特 生日において していたものの

、次の表 る特 又は特 がある場合には、贈与税額の計算におけるそれらの価

は、

額

その特 生日に係る特 の 後の価額とすることができます。 

 特定 とは の た 第
し た い と の

）

特定土地等 、
 

特定株式等 
に （ 価 ます。） 上 る

の申告書の提出 特例 

（4）個別指定による期限延長 

特 生日の属する年の１月１日から 月 日まで 贈与を受け、上記 適用を受

けることができる人の贈与税の申告書の 限が特 （特 に係る 第

により れた申告に 限と特 生日の 日から 月を 過する日とのいず

れ い日をいいます。）の 以 ある場合には、その贈与税の申告書の提出 は、その特 日

となります。 
 

取 、 又は
す

はありませんが、次の（4）の期限延長の適用を受
けることができます。

  

 

 

【その他特例の概要等】

○　贈与税については、これらの特例のほか、次の特例があります。次の特例の概要等について、詳し
くは国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載されている下記の資料をご覧ください。

　・医療法人の持分に係る経済的利益についての納税猶予及び免除・税額控除の特例
　・医療法人の持分を有する個人の死亡に伴い贈与又は遺贈があったものとみなされる場合の特例
　・医療法人の持分の放棄があった場合の贈与税の課税の特例
　・相続時精算課税の適用を受ける山林についての相続税の課税価格の軽減措置

 贈与税（暦年課税）の税額の計算明細 
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